
民法改正を踏まえた若年者への
消費者教育のあり方について
―徳島での実証をふまえて
鳴門教育大学 坂本有芳

消費者庁消費者行政新未来創造オフィス 客員主任研究官
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ご報告内容

1. 成年年齢引き下げをふまえた消費者教育

2. 徳島県における「社会への扉」を活用した授業
効果の実証検討結果

3. 「社会への扉」のメリットと効果的な使い方

4. 若年者に対する効果的な消費者教育のあり方

5. 消費者教育にたずさわる教員の養成や大学での
取組
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成年年齢引き下げをふまえた
消費者教育

▶ 民法改正による成年年齢引下げ（施行2022年4月）

➡ 未成年者取消権が18歳未満に、消費者被害拡大の懸念

➡ 成年になる直前の時期、すなわち

「高等学校等における消費者教育」の充実が重要

消費者庁で独自の教材を作成、
2018～2020年度を「集中強化期間」として、

実践的な消費者教育を推進
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契約当事者が18～22歳による相談件数の推移

• 20歳の若者の相談件数は、前後の年齢と比べて突出して多い。

• 成年直後の若者をねらう悪質な事業者とのトラブル発生が報告される。

• 成年になると、副業や借金、美容に関する相談が多く寄せられる。
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教材「社会への扉」の目的

 高等学校段階までに、契約に関

する基本的な考え方や契約に伴

う責任を理解する。

 身近な契約等を通じて、社会に

おいて消費者として主体的に判

断し責任を持って行動できるよ

うな能力を育む。

• 自分の名前で契約できる

• 消費生活センターを活用できる

• 消費者の行動が社会を変えるこ

とに気付く
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授業前後アンケート調査の概要

対象者
徳島県内の全ての高等学校等
56校の原則第１学年の生徒

標本抽出 全数調査

配布回収
方法

集合法
通信制課程：郵送法

調査期間 平成29年9月～平成30年3月

有効回収
数(率)

授業前調査：6,444人(93.7%)
授業後調査：6,242人(91.0%)

配布数 6,858名

調査の目的

 授業前後の変化を把握

 消費生活に関する
知識

 自立した消費者とし
ての意識

➡ 若年者の消費者教育の
一層の推進に向けた
政策の企画・立案にい
かす
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Q10製品事故：損害賠償請求できる

Q6後払いの方法：クレジットカード

Q9必ず儲かる投資：ない

Q4キャッチセールス：クーリングオ…

Q5通販：クーリングオフ不可

Q7残高が分かりにくい：リボルビン…

Q12ﾄﾗﾌﾞﾙ時の相談:家族&消費者ｾﾝﾀｰ

Q11消費者ホットライン：１８８

Q3未成年者契約：取消が可能

Q8年利17%で借りた20万円の返済総額

Q1契約成立のタイミング:承諾

Q2成立した契約：原則やめられない
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知識に関する正答率の変化
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消費者トラブルやその対処方法のチェック

問題認識時の消費生活センターへの相談

商品・サービスに対する問題認識時の事業…

他者への消費生活センター利用のアドバイス

通信販売利用時の規約の確認

借金で困った時の消費生活センターへの相談

より良い消費社会につながることを考えた…

今後の生活における「社会への扉」の活用

原則、返品・返金不可を意識した慎重な買物

クレジットカードの適切な利用

ウマイ話や迷惑勧誘への毅然とした対応
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自立した消費者としての意識の変化
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授業前後アンケート結果のまとめ

 知識については大幅に向上

 １２問中の正答率 36.5％ → 70％

 もともと理解されていたものが，確実に

 もう少し知識の徹底を図りたいもの

 成立した契約は，原則やめられないこと

 消費生活相談が「188」であること

 借金の返済総額が意外に高額になること

 意識の変化

 知識ほどの変化はないが，全般的に向上した

 もう少し意識の向上を図りたいもの

 問題認識時に事業者や消費生活センターに連絡する

 日頃から消費者トラブルや対処方法をチェックする
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「社会への扉」の概要

契約の基本から始まり、ゴールは「自立した消費者」

① 消費生活(買い物)に関係した「契約」の基本的知識の理
解。

② 支払いに関係した「お金」に関する基本的知識の理解。

③ 「安全・安心な暮らし」のための基本的な対処法の理解。

④ 消費生活センターの役割の理解と活用。

⑤ 消費者市民社会の一員としての行動の理解。

特徴

 身近な内容がコンパクトにまとまっている。

 イラストやクイズにより、興味を持たせやすい。
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教材の特徴と効果的な活用方法

家庭科の消費生活分野や公民科など、関連のある授業内で活用。

情報科や総合的な学習の時間でも活用できる。

教材全てを限られた授業時間内で使用する必要はない。

単独でも使用できるが、教科書、資料、ワークシートと併用すること

で多様な授業展開が可能に。

教師用解説書を参考に扱う内容を工夫することで、若年層を中心に幅広い世

代、多様な場で活用が可能。
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クイズ

 クイズの解答は身につけてほしい基本的な考え方・知
識。

 クイズ部分のみを重点的に学習することも可能。

活用方法

① 授業の導入、学習後の確認、学習内容に合わせた部分のＱ＆Ａを取
り上げる 等。

② 正答だと思う選択肢に挙手させる（色紙や番号札を挙げる、下を向
いた状態で手だけ挙げる）、グループで話し合う などの方法で。
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ワーク、プラスα・発展問題

ワーク

 グループ学習や調べ学習のヒントとして活用。

 単なる暗記ではなく、なぜこのようなルールになっているのか等を深く
理解させるための題材。

プラスα・発展問題

• 時間の余裕がある場合に活用。より深い理解を促すことが可能。
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消費生活とは
15

人々が他者によって作られた商品やサービスを、金銭を介し
て購入し、それらを利用しながら日々の生活を営むこと。

•何がどう作られたのかが分からない。

•購入する物・サービスの情報を、適切
に手に入れて判断する必要がある。

他者によって作ら
れたものである

•お金がなければ，必要なものが手に入
らない。

•お金を適切に使うことが基本となる。

金銭を使うことが
必要である

•他者との取引である
•取引のルールを理解する必要がある。

購入という行動が
必要である

⇔ 自給自足



消費者教育とは 16

 消費生活に関する適切な知識を身につける。

 実践的な行動 に結びつけることのできる能力を育む。

 具体例

 他者によって作られた物を使う

➡ 安全・安心の確保，商品に関する情報収集

 食品表示や製品安全に関する表示の理解，情報収集

 製品やサービスに関する情報収集・整理のしかた

 原材料や製造過程は，環境や人権に配慮したものか

 お金を使うことが必要である

➡ 金銭管理，多様化する支払い方法の理解

 買うという行動：他者との取引が必要

➡ 契約の知識，被害発生時の対応



多面的に自ら考え行動する
消費者の育成

知識は大切ではあるが，知識だけでは不十分

 様々な情報や他人に流されず、自らの消費行動につい
て考える。

 生活資源（物やお金）の有限性に向き合い，有効活用
する。

 自らの消費行動が 社会との関わりをもつことを自覚す
る。

多面的な思考，主体的な判断
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若者全てに消費者教育を届ける

 消費者教育は，誰にでも必要とされるもの

 学校教育で教科教育として行う内容

➡ 学校段階にある若者に届けやすい

 学校に行っていない若年者にどう消費者教育を届けるか？

 学校に籍がある場合
⇒お便り，家庭訪問などを通じて，配布資料や教科書を読むなど
自主学習を促す。

 学校に籍がない場合
⇒成人に対する消費者教育と同様，地域での啓発活動で届ける。

➡ 早い学校段階でミニマム・エッセンシャルズを伝えておく。

 困ったときは１８８に相談すること

 消費者は法律によって守られていること

 人の話を鵜呑みにせず，自分なりによく考えること
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専門コースの授業：消費生活論

目標

 家庭科の教員に必要な消費生活に関する専門的知識を深める。

 消費者問題，市場経済の特徴，販売方法や支払い方法，消費者法，被害
への対応，消費者信用，家計管理などの理解

 消費者市民社会の理念，消費者政策の意義と消費者教育の必要性を理
解する。

 今後の消費者教育に必要な内容を検討する。

授業形式

 事前学習が必須（予習シートの提出）

 学生による発表

 教科書（担当章）の内容紹介

 関連資料の提示

 話し合い課題の提示
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無関心期 関心期

•意識の高揚

•問題の認識

•感情的経験

•具体的な
知識を学
ぶ
•スキルを
学ぶ

実行期

•障壁を考
える
•自分に
合った方
法を探す



ご清聴ありがとうございました
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多面的に自ら考え行動する
消費者の育成を目指して


